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   第１章 総則 

 （交付の目的) 

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第５条第１項に規定する障害福祉サー

ビス事業及び施設障害福祉サービス事業並びに同条第１９項に規定する一般相談支援事

業及び特定相談支援事業を行う事業者（以下「障害者支援施設事業者等」という。）に

対して、予算の範囲内において船橋市障害福祉分野の介護テクノロジー導入支援事業費

補助金（以下「補助金」という。）を交付することにより、障害福祉現場の職員の介護

業務の負担軽減及び効率化並びに労働環境の改善を図り、もって働きやすい職場環境の

整備及び安心・安全な障害福祉サービスの提供等を推進することを目的とする。 

 （定義) 

第２条 この要綱における用語の意義は、障害福祉分野の介護テクノロジー導入支援事業

実施要綱（以下「国実施要綱」という。）の例による。 

 （補助対象事業） 

第３条 補助金の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は次に掲げるとおりと

する。 

⑴  介護ロボット等の導入支援事業 

⑵  ＩＣＴの導入支援事業 

⑶  介護テクノロジーのパッケージ型導入支援事業 

 

   第２章 介護ロボット等の導入支援事業 



 （補助対象者) 

第４条 介護ロボット等の導入支援事業の補助金（以下この章において「補助金」という。）

の対象者（以下この章において「補助対象者」という。）は、市内において事業所及び

施設（以下「事業所等」という。）を運営する障害者支援施設事業者等とする。 

 （補助対象経費） 

第５条 補助の対象となる経費（以下「対象経費」という。）は、補助対象者が介護従事

者の介護業務の負担軽減及び効率化並びに労働環境の改善を図り、働きやすい職場環境

の整備及び安心・安全な障害福祉サービスの提供等を推進するため、介護ロボット等の

導入支援事業に係る事業計画書及び積算内訳書に基づき市内に所在する事業所等に介護

ロボット等を導入する際に要する経費のうち、市長が認めたものとする。 

２ 前項の規定に関わらず、介護ロボット等のメンテナンスに係る経費及び通信に係る経

費は補助対象外とする。 

３ この補助金は、リース又はレンタルの場合において、リース又はレンタルの契約を締

結した日の属する年度の３月３１日までに要した費用のみを対象とする。 

 （対象機器等の要件） 

第６条 補助金の対象となる機器等は、国実施要綱５⑴ウｉに規定する機器等とする。 

２ 導入する機器等は、効果的な利用方法、注意事項等をメーカー等が研修する等、十分

なフォローアップ体制がとられている機器等であること。 

３ 導入する機器等は、電気用品安全法（ＰＳＥ）認証、Ｓマーク認証、電磁両立性（Ｅ

ＭＣ）試験等により利用上の安全性が十分に確保されている機器等であること。 

 （補助金の算定方法） 

第７条 補助金の額は、別表第１第２欄に定める基準額と第３欄に定める対象経費の実支

出額から寄付金その他の収入額（社会福祉法人にあっては、寄付金収入額を除く。以下

同じ。）を控除した額を比較して少ない方の額に第４欄に定める補助率を乗じて得た額

（その額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）を交付額

とする。 

 

   第３章 ＩＣＴの導入支援事業 

 （補助対象者) 

第８条 ＩＣＴの導入支援事業の補助金（以下この章において「補助金」という。）の対



象者（以下この章において「補助対象者」という。）は、次の各号に掲げる事業に応じ、

当該各号に定めるとおりとする。 

⑴ ＩＣＴ（ＡＩカメラ等を除く。）の導入支援事業 次に掲げる要件を満たす事業者 

ア 市内において事業所等を運営する障害者支援施設事業者等であること。 

イ 市が開催するＩＣＴ導入研修会に参加できる事業者であること。 

⑵ ＡＩカメラ等の導入支援事業 市内において事業所等を運営する障害者支援施設事

業者等のうち、居宅介護事業者、重度訪問介護事業者、同行援護事業者、行動援護事

業者、重度障害者等包括支援事業者、就労定着支援事業者、一般相談支援事業者及び

特定相談支援事業者を除いた事業者 

 （補助対象経費) 

第９条 補助の対象経費は、補助対象者が介護従事者の介護業務の負担軽減及び効率化並

びに労働環境の改善を図り、働きやすい職場環境の整備及び安心・安全な障害福祉サー

ビスの提供等を推進するため市内に所在する事業所等にＩＣＴを導入する際に要する経

費（以下「ＩＣＴ導入経費」という。）のうち、市長が認めたものとする。 

２ 前項のＩＣＴ導入経費は、次の各号に掲げる事業に応じ、当該各号に定める経費とす

る。 

⑴  ＩＣＴ（ＡＩカメラ等を除く。）の導入支援事業 ＩＣＴの導入支援事業に係る事

業計画書（以下この章において「事業計画書」という。）に基づきＩＣＴを導入する

際に要する経費。 

⑵  ＡＩカメラ等の導入支援事業 事業計画書に基づきＡＩカメラ等を導入する際に

要する経費。 

３ 前２項の規定にかかわらず、この補助金は購入（リース又はレンタルの場合を除く。）

の契約を締結した日の属する年度の３月３１日までに要した費用のみを対象とする。 

４ 前３項の規定にかかわらず、インターネット回線使用料等の通信費その他この補助金

を交付する目的から逸脱している経費は補助の対象外とする。 

 （対象機器等の要件） 

第１０条 補助金の対象となる機器等は、国実施要綱５⑵ウⅰからⅴに規定する機器等と

する。 

 （補助金の算定方法） 

第１１条 補助金の額は、別表第２第２欄に定める基準額と第３欄に定める対象経費の実



支出額から寄付金その他の収入額を控除した額を比較して少ない方の額に第４欄に定め

る補助率を乗じて得た額の範囲内の額を交付額とする。（その額に１,０００円未満の端

数があるときは、その端数を切り捨てた額）を交付額とする。 

  

   第４章 介護テクノロジーのパッケージ型導入支援事業 

 （補助対象者) 

第１２条 介護テクノロジーのパッケージ型導入支援事業の補助金（以下この章において

「補助金」という。）の対象者（以下この章において「補助対象者」という。）は、次

の各号に掲げる事業に応じ、当該各号に定めるとおりとする。 

 ⑴ 介護テクノロジーのパッケージ型による導入事業 市内において事業所等を運営す

る障害者支援施設事業者等 

 ⑵ 見守り機器の導入に伴う通信環境整備事業 市内において事業所等を運営する障害

者支援施設事業者及び共同生活援助事業者 

 （補助対象経費） 

第１３条 補助金の対象経費は、補助対象者が介護従事者の介護業務の負担軽減及び効率

化並びに労働環境の改善を図り、働きやすい職場環境の整備及び安心・安全な障害福祉

サービスの提供等を推進するため市内に所在する事業所等に介護ロボット等やＩＣＴを

複数組み合わせて導入する際に要する経費（以下「介護テクノロジーのパッケージ型導

入経費」という。）のうち、市長が認めたものとする。 

２ 前項の介護テクノロジーのパッケージ型導入経費は、次の各号に掲げる事業に応じ、

当該各号に定めるとおりとする。 

⑴  介護テクノロジーのパッケージ型による導入支援事業 介護テクノロジーのパッ

ケージ型導入支援事業に係る事業計画書（以下この章において「事業計画書」という。）

に基づき介護ロボット等やＩＣＴを組み合わせて導入する際に要する経費 

⑵  見守り機器の導入に伴う通信環境整備事業 事業計画書に基づく見守り機器を効

果的に活用するために必要な通信環境の整備に要する経費 

３ 前２項の規定にかかわらず、介護ロボット等及び見守り機器のメンテナンスに係る経

費及び通信に係る経費は補助対象外とする。 

 （対象機器等の要件） 

第１４条 補助金の対象となる機器等は、次の各号に掲げる事業に応じ、当該各号に定め



るとおりとする。 

⑴  介護テクノロジーのパッケージ型による導入支援事業 第６条及び第１０条に規

定する機器等 

⑵  見守り機器の導入に伴う通信環境整備事業 国実施要綱５⑶イに規定する経費 

 （補助金の算定方法） 

第１５条 補助金の額は、別表第３第２欄に定める基準額と第３欄に定める対象経費の実

支出額から寄付金その他の収入額を控除した額を比較して少ない方の額に第４欄に定め

る補助率を乗じて得た額（その額に１,０００円未満の端数があるときは、その端数を切

り捨てた額）を交付額とする。 

  

   第５章 交付の手続 

 （交付申請） 

第１６条 補助金の交付を申請しようとする事業者（以下、「申請者」という。）は、船

橋市障害福祉分野の介護テクノロジー導入支援事業費補助金交付申請書（第１号様式）

に別表第４の左欄に掲げる補助対象事業ごとに右欄に掲げる関係書類を添えて、市長に

提出しなければならない。 

２ 申請者は、前項の規定による申請を行うに当たっては、複数の業者から見積書を徴し、

市長が必要があると認めたときを除き、最低の見積価格により交付申請額を算定しなけ

ればならない。 

３ 申請者は、第１項の規定による申請を行うに当たっては、当該補助金に係る消費税及

び地方消費税に係る仕入控除税額（対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額の

うち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税として

控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定に

よる地方消費税の税率を乗じて得た金額をいう。以下「消費税仕入控除税額」という。）

を減額して申請しなければならない。ただし、申請時において当該補助金に係る仕入控

除税額が明らかでないものについては、この限りではない。 

（交付決定） 

第１７条 市長は、前条の規定による申請を受理したときは、その内容を審査し、適正と

認めたときは、交付の可否を決定し、その旨を船橋市障害福祉分野の介護テクノロジー

導入支援事業費補助金交付可否決定通知書（第２号様式）により、申請者に通知するも



のとする。 

 （交付条件） 

第１８条 市長は、補助金の交付の決定をするときは、次に掲げる条件を付すものとする。 

⑴  前条の規定による通知を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、介護ロボッ

ト等の導入に当たっては、サービス利用者等に対して、介護ロボット等を活用したサ

ービスを提供することについて、同意を得た上で実施するものとする。 

⑵  補助事業者は、前条の規定による補助金の交付決定の対象となった事業（以下「補

助事業」という。）に要する経費の配分の変更はしてはならないものとする。 

⑶  補助事業者は、補助事業の内容の変更（市長が認める軽微な変更を除く。）をする

場合には、市長の承認を受けること。 

⑷  補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、市長の承認を受

けること。 

⑸  補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難

となった場合においては、速やかに市長に報告してその指示を受けること。  

⑹  補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並

びに補助事業により取得し、又は効用の増加した価格が３０万円以上の機械、器具及

びその他の財産については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行

令（昭和３９年政令第２５５号。以下、「適正化施行令」という。）第１４条第１項

第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過するまで、市長の承認を

受けないで、この補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、

担保に供し、又は廃棄してはならないものとする。ただし、補助金の全部に相当する

金額を市に納付した場合はこの限りではない。 

⑺  補助事業者は、事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了

後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を

図ること。 

⑻  補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入

及び支出について証拠書類を整理し、及び当該帳簿び証拠書類を補助金の額の確定

の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する

年度の終了後５年間保管しておかなければならないものとする。ただし、補助事業に

より取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに補助事業により取得し、



又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の財産がある場合は、本文に規定する

保管期間の経過後、当該財産の処分が完了する日又は適正化施行令第１４条第１項

第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過する日のいずれか遅い日

まで保管しておかなければならないものとする。 

⑼  第３条第２号及び第３号の事業でＡＩカメラ等を導入する場合は、国実施要綱５

⑵ウ④に規定する要件を満たすこと。 

⑽  補助事業者は、補助事業により導入した介護ロボット等及びＩＣＴの内容、導入効

果等についてホームページ等により公表することで、広く情報提供を行うこと。 

⑾  前号の規定により公表された内容は、厚生労働省、千葉県及び市が、活用事例とし

てホームページに掲載することができるものとする。 

 （変更等の手続） 

第１９条 補助事業者は、補助事業の内容を変更（市長が認める軽微な変更を除く。）し

ようとするとき又は補助事業を中止若しくは廃止しようとするときは、船橋市障害福祉

分野の介護テクノロジー導入支援事業費補助金計画変更・中止・廃止申請書（第３号様

式）に関係書類を添えて、速やかに市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請を受理したときは、その内容を審査し、承認の可否を

決定し、その旨を船橋市障害福祉分野の介護テクノロジー導入支援事業費補助金計画変

更・中止・廃止可否決定通知書（第４号様式）により、当該申請をした者に通知するも

のとする。 

 （実績報告） 

第２０条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、その完了した日から起算して１月

以内又は完了した日の属する会計年度の末日のうちいずれか早い日までに、船橋市障害

福祉分野の介護テクノロジー導入支援事業費補助金実績報告書（第５号様式）に別表第

５の左欄に掲げる補助対象事業ごとに右欄に掲げる関係書類を添えて、市長に報告しな

ければならない。 

 （額の確定） 

第２１条 市長は、前条の規定による報告があったときは、その内容を審査し、交付すべ

き補助金の額を確定し、その旨を船橋市障害福祉分野の介護テクノロジー導入支援事業

費補助金確定通知書（第６号様式）により、当該報告をした者に通知するものとする。 

 （交付時期） 



第２２条 補助金は、前条の規定により確定した額を補助事業が完了した後に交付する。

ただし、市長が必要があると認めるときは、補助事業の完了前に交付することができ

る。 

２ 補助事業者は、前項の規定により補助金の交付を受けようとする場合は、船橋市障害

福祉分野の介護テクノロジー導入支援事業費補助金交付請求書（第７号様式）により、

市長に請求しなければならない。 

 （交付決定の取消等） 

第２３条 市長は、補助金を交付する旨の決定を受け、又は補助金の交付を受けた補助事

業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金を交付する旨の決定を取り消し、

又は既に交付した補助金の全部又は一部を返還させるものとする。 

⑴  偽りその他不正の手段により、交付決定を受けたとき。 

⑵  暴力団等であることが判明したとき。 

⑶  補助金を他の用途に使用したとき。 

⑷  この要綱又は補助金の交付決定に付した条件に違反したとき。 

 （補助金の返還） 

第２３条の２ 市長は、補助金の交付決定を取り消した場合において、既にその額を超え

る補助金が交付されているときは、期限を定めて、船橋市障害福祉分野の介護テクノロ

ジー導入支援事業補助金返還命令書（第８号様式）により、確定額を超える部分の補助

金等の返還を命ずるものとする。 

 （消費税仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第２４条 補助事業者は、事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係

る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が０円の場

合を含む。）には、速やかに、遅くとも補助事業完了日の属する年度の翌々年度５月３

１日までに市長に報告し、補助金に係る仕入控除税額があることが確定した場合には、

当該仕入控除税額を市に返還しなければならないこと。ただし、補助金に係る消費税仕

入控除税額を減額して実績報告を行った場合にはこの限りではない。 

 （事業報告書の提出） 

第２５条 補助事業者は、事業所等において、客観的かつ定量的な指標に基づいて介護ロ

ボット等やＩＣＴの導入前後の比較を行い、生産性向上による業務効率化及び職員の業

務負担軽減の効果についての報告を、事業を完了した日から起算して１月以内に行うも



のとする。 

 

第６章 補則 

  

第２６条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、令和８年１０月１９日から施行し、令和８年４月１日から適用する。 

別表第１（第７条関係） 

１ 区分 ２ 基準額 ３ 対象経費 ４ 補助率 

介 護 ロ ボ

ッ ト 等 の

導入支援 

障害者支援施設 

１施設当たり 

２,１００千円 

 

共同生活援助事業所 

１事業所当たり 

１,５００千円 

 

その他事業所 

１事業所当たり 

１,２００千円 

障害福祉分野の介護テクノ

ロジー導入支援事業の実施

に必要な備品購入費（介護

ロボット等の購入費用に限

る。）、使用料、賃借料（介

護ロボット等の使用に要す

る費用に限る。）、役務費

（介護ロボット等の初期設

定に要する費用に限る。） 

３ 

４ 

備考１ １機器当たり３０万円を上限として補助するものとする。ただし、「移乗介

護」又は「入浴支援」のいずれかの場面において使用するロボット等について

は、１機器につき１００万円を上限として補助するものとする。この場合にお

いて、複数の分割可能な部分で構成される介護ロボット等については、当該介

護ロボット等としての最低限の機能を有するまとまりをもって１機器とする。 

  ２ 障害者支援施設事業者等が一の事業所等において、障害福祉サービス事業の 

指定を複数受けているときは、指定の数にかかわらず一の事業所等とみなす。 

別表第２（第１１条関係） 

１ 区分 ２ 基準額 ３ 対象経費 ４ 補助率 

Ｉ Ｃ Ｔ 導

入支援 

１施設又は事業所当たり 

１,０００千円 

ＩＣＴ導入支援の実施に必

要な工事費、報償費、旅費、

需用費、役務費、委託料、

使用料及び賃借料、備品購

入費 

３ 

４ 

別表第３（第１５条関係） 



１ 区分 ２ 基準額 ３ 対象経費 ４補助率 

介 護 テ ク

ノ ロ ジ ー

の パ ッ ケ

ー ジ 型 導

入支援 

１施設又は事業所当たり 

１０，０００千円 

 ３ 

４ 

 ⑴ 介護テクノロジー

のパッケージ型の導

入に伴う経費 

 

⑴について 

介護ロボット等の導入支援

の実施に必要な備品購入費

（ロボット等の購入費用に

限る。）、使用料及び賃借

料（ロボット等の使用に要

する費用に限る。）、役務

費（ロボット等の初期設定

に要する費用に限る。） 

 

ＩＣＴの導入支援の実施に

必要な工事費、報償費、旅

費、需用費、役務費、委託

料、使用料及び賃借料、備

品購入費 

 ⑵ 見守り機器及び見

守り機器の導入に伴

う通信環境整備に係

る経費 

 

⑵について 

見守り機器及び見守り機器

の導入に伴う通信環境整備

に必要な工事費、報償費、

旅費、需用費、役務費、委

託料、使用料及び賃借料、

備品購入費 

別表第４（第１６条関係） 

補 助 対 象

事業 

関係書類 

介 護 ロ ボ

ッ ト 等 の

導入支援 

ア 障害者総合支援事業費補助金交付要綱（以下「国交付要綱」とい

う。）別紙２－１－２⑶障害福祉分野の介護テクノロジー導入支援

事業（介護ロボット等導入支援）（施設等に対する導入支援分）事

業計画書 

イ 国交付要綱別紙２－１－２⑷障害福祉分野の介護テクノロジー

導入支援事業（介護ロボット等導入支援）（施設等に対する導入支

援分）積算内訳書 

ウ 収入支出予算書抄本 

エ 見積書の写し等（２者以上） 

Ｉ Ｃ Ｔ 導

入支援 

ア 国交付要綱別紙２－１－３⑶障害福祉分野の介護テクノロジー

導入支援事業（ＩＣＴ導入支援）事業計画書 

イ 国交付要綱別紙２－１－３⑷障害福祉分野の介護テクノロジー

導入支援事業（ＩＣＴ導入支援）積算内訳書 

ウ 収入支出予算書抄本 



別表第５（第２０条関係） 

 

  

エ 見積書の写し等（２者以上） 

介 護 テ ク

ノ ロ ジ ー

の パ ッ ケ

ー ジ 型 導

入支援 

ア 国交付要綱別紙２－１－４⑶障害福祉分野の介護テクノロジー

導入支援事業（パッケージ型導入支援）事業計画書 

イ 国交付要綱別紙２－１－４⑷障害福祉分野の介護テクノロジー

導入支援事業（パッケージ型導入支援）積算内訳書 

ウ 収入支出予算書抄本 

エ 見積書の写し等（２者以上） 

補 助 対 象

事業 

関係書類 

介 護 ロ ボ

ッ ト 等 の

導入支援 

ア 国交付要綱別紙２－１－２⑶障害福祉分野の介護テクノロジー

導入支援事業（介護ロボット等導入支援）（施設等に対する導入支

援分）実績報告書 

イ 国交付要綱別紙２－１－２⑷障害福祉分野の介護テクノロジー

導入支援事業（介護ロボット等導入支援）（施設等に対する導入支

援分）経費報告書 

ウ 収入支出決算（見込）書抄本 

エ 補助対象事業費が確認できる書類の写し 

Ｉ Ｃ Ｔ 導

入支援 

ア 国交付要綱別紙２－１－３⑶障害福祉分野の介護テクノロジー

導入支援事業（ICT導入支援）実績報告書 

イ 国交付要綱別紙２－１－３⑷障害福祉分野の介護テクノロジー

導入支援事業（ICT導入支援）経費報告書 

ウ 収入支出決算（見込）書抄本 

エ 補助対象事業費が確認できる書類の写し 

介 護 テ ク

ノ ロ ジ ー

の パ ッ ケ

ー ジ 型 導

入支援 

ア 国交付要綱別紙２－１－４⑶障害福祉分野の介護テクノロジー

導入支援事業（パッケージ型導入支援）実績報告書 

イ 国交付要綱別紙２－１－４⑷障害福祉分野の介護テクノロジー

導入支援事業（パッケージ型導入支援）経費報告書 

ウ 収入支出決算（見込）書抄本 

エ 補助対象事業費が確認できる書類の写し 



第１号様式 

 

船橋市障害福祉分野の介護テクノロジー導入支援事業費補助金交付申請書 

 

  年  月  日 

船橋市長 あて 

所 在 地 

法 人 名 

代表者職氏名 

 

  船橋市障害福祉分野の介護テクノロジー導入支援事業費補助金の交付を受けたいの

で、次のとおり申請します。 

 

事業の内容 

（該当事業に☑） 

□ 介護ロボット等の導入支援事業 

□ ＩＣＴの導入支援事業 

□ 介護テクノロジーのパッケージ型導入支援事業 

交付申請額 円 

添付書類 ⑴要綱別表第４に掲げる関係書類 

⑵その他市長が必要と認める書類 

消費税の適用に 

関する事項 

（いずれかに☑） 

□消費税額を対象経費に含めずに補助金交付額を算定 

□消費税額を対象経費に含めて補助金交付額を算定 

理由（該当するものに○） 

① 免税事業者である 

② 簡易課税事業者である 

③ 消費税法別表第３に掲げる法人等であって特定収入割

合が５％を超える。 

 



第２号様式 

 

船橋市障害福祉分野の介護テクノロジー導入支援事業費補助金交付 

可否決定通知書 

 

船障第      号                           

年   月   日  

          様 

  

船橋市長      印 

  

年 月 日付けで交付申請のあった船橋市障害福祉分野の介護テクノロジー導入

支援事業費補助金について、次のとおり決定したので通知します。 

 

１．交付する 

事業の内容 

（該当事業に☑） 

□ 介護ロボット等の導入支援事業 

□ ＩＣＴの導入支援事業 

□ 介護テクノロジーのパッケージ型導入支援事業 

交付決定額 円 

交付条件 要綱第１８条に規定するとおりとする。 

 

２．交付しない 

理由 



第３号様式 

 

船橋市障害福祉分野の介護テクノロジー導入支援事業費補助金計画 

変更・中止・廃止申請書 

 

   年  月  日 

船橋市長 あて 

所 在 地 

法 人 名 

代表者職氏名 

 

年 月 日付け船障第     号で交付決定のあった事業の計画を（変更・中

止・廃止）したいので、次のとおり申請します。 

 

変更・中止・廃止の

理由 

 

事業内容 

（変更前） 

 

事業内容 

（変更後） 

 

添付書類 

 

 

  



第４号様式 

 

船橋市障害福祉分野の介護テクノロジー導入支援事業費補助金計画 

変更・中止・廃止可否決定通知書 

 

船障第      号                           

年   月   日  

          様 

 

船橋市長      印 

  

年 月 日付けで申請のあった船橋市障害福祉分野の介護テクノロジー導入支援

事業費補助金の（計画変更・中止・廃止）について、下記のとおり決定したので通知し

ます。 

 

記 

 

１．承認する 

 

２．承認しない 

理由 

 

  



第５号様式 

 

船橋市障害福祉分野の介護テクノロジー導入支援事業費補助金 

実績報告書 

 年  月  日 

船橋市長 あて 

所 在 地 

法 人 名 

代表者職氏名   

 

年 月 日付け船障第    号で交付決定のあった船橋市障害福祉分野の介護

テクノロジー導入支援事業費補助金に係る事業実績について、次のとおり報告します。 

事業の内容 

（該当事業に☑） 

□ 介護ロボット等の導入支援事業 

□ ＩＣＴの導入支援事業 

□ 介護テクノロジーのパッケージ型導入支援事業 

事業の着手日及び

完了日 

着手    年  月  日 

完了    年  月  日 

交付決定額 円 

対象経費精算額 円 

添付書類 
⑴ 要綱別表第５に掲げる関係書類 

⑵ その他市長が必要と認める書類 

消費税の適用に関

する事項 

(いずれかに☑) 

□消費税額を対象経費に含めずに補助金精算額を算定 

□消費税額を対象経費に含めて補助金精算額を算定 

理由（該当するものに○） 

① 免税事業者である 

② 簡易課税事業者である 

③ 消費税法別表第３に掲げる法人等であって特定収入割

合が５％を超える。 



第６号様式 

 

船橋市障害福祉分野の介護テクノロジー導入支援事業費補助金確定通知書 

 

船障第      号                           

年   月   日  

          様 

  

船橋市長      印 

  

年 月 日付けで実績報告のあった補助事業について、補助金の額を確定したの

で、次のとおり通知します。 

事業の内容 

（該当事業に☑） 

□ 介護ロボット等の導入支援事業 

□ ＩＣＴの導入支援事業 

□ 介護テクノロジーのパッケージ型導入支援事業 

交付決定額 円 

交付確定額 円 

 

  



第７号様式 

 

船橋市障害福祉分野の介護テクノロジー導入支援事業費補助金交付請求書 

 

年  月  日 

 

船橋市長 あて 

 

所 在 地 

法 人 名  

代表者職氏名  

 

  船橋市障害福祉分野の介護テクノロジー導入支援事業費補助金の交付を次のとおり請

求します。 

交付決定日 年  月  日 

交付決定額 円 

交付確定日 年  月  日 

交付確定額 円 

交付請求額 円 

振
込
先 

 
□銀行 □信用組合 

□信用金庫 □農協 
 

□本 店 

□支 店 

□出張所 

金融機関コード  支店コード  

口座種別 
□普通 □当座 

□その他（   ） 
口座番号  

フリガナ  

口座名義  

 



第８号様式 

 

船橋市障害福祉分野の介護テクノロジー導入支援事業補助金返還命令書 

 

船障第     号 

  年  月  日 

所 在 地 

法 人 名 

代表者職氏名         様 

 

船橋市長     印 

 

  船橋市障害福祉分野の介護テクノロジー導入支援事業補助金交付要綱の規定により、

次のとおり補助金の返還をしてください。 

返還すべき金額 円 

返 還 期 限 年  月  日まで 

返 還 の 理 由  

返 還 方 法  

交 付 決 定 日 年  月  日 

交 付 決 定 額 円 

既 交 付 額 円 

交 付 確 定 額 円 

 

 


